
  

 

 

                                                単位：千円 

事   業   名 
補正予算額 

(現計予算額) 
説                明 

【道路課】 

 

道路関係公共事業 

 

 

 

 

    

 

   8,557,369  

 (24,215,095) 

 

国    4,034,859 

 

分    21,920 

 

起    4,453,400 

 

○一      47,190 

 

 

１ 補助事業費                  8,063,559 

   16,321,094 → 24,384,653 

 

(1) 補助道路整備事業費             3,901,025 

     11,165,569 → 15,066,594 

      国の補正に伴う増額 

 

(2) 補助道路修繕事業費             3,794,754 

5,021,439 → 8,816,193 

      国の補正に伴う増額 

 

(3) 補助雪寒対策事業費               367,780 

     125,086 →  492,866 

      国の補正に伴う増額 

 

２ 単独事業費                    493,810 

   7,894,001 → 8,387,811 

 

(1) 単独道路改築事業費               154,810 

     1,785,434 → 1,940,244 

      国の補正に伴う増額 

 

(2) 道路補修費                       339,000 

     6,078,567 → 6,417,567 

      国の補正に伴う増額 

 

 

 

 

道路除雪費 

 

 

 

 

 

     91,200 

    (349,763) 

 

国       60,600 

 

起       30,600 

 

 

   (1) 雪寒機械整備費                    91,200 

     36,072 → 127,272 

       国の補正に伴う増額 

                        



  

単位：千円 

事   業   名 
補正予算額 

(現計予算額) 
説                明 

【砂防課】 

 

砂防関係公共事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     537,550  

  (3,579,009) 

 

国      162,000 

 

起       59,200 

 

○一     316,350 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 １ 補助事業費                                    492,350 

      2,817,209 →  3,309,559 

 

(1) 補助通常砂防事業費                   35,600 

        1,125,600  →   1,161,200 

       国の補正に伴う増額 

 

  (2) 補助砂防総合流域防災事業費            456,750 

        887,040  →   1,343,790 

国の補正に伴う増額 

 

  

土砂災害警戒区域等指定のための基礎調査費 

※補助砂防総合流域防災事業費の内数 

土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等の指定のため、 

地形、地質、および土地の利用状況等に関する調査を行う。

                                                         

                   830箇所              456,750 

                  

 

 

２  単独事業費                                     45,200 

      761,800 →  807,000 

 

(1) 単独通常砂防事業費                            45,200 

     304,600 → 349,800 

      国の補正に伴う増額 

 



  

                                                                                    単位：千円 

事   業   名 
補正予算額 

(現計予算額) 
説                明 

【都市計画課】 

 

都市計画関係公共事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

     703,100  

  (2,424,880) 

 

国      348,347 

 

分       126,595 

 

繰         1,484 

 

起      227,000 

 
○一     △  326 
 
 

 

 
 

 １ 補助公共事業費                  703,100 

   2,424,880 → 3,127,980 

 

  (1) 補助都市計画街路事業費                      703,100 

        1,366,695 → 2,069,795 

        国の補正に伴う増額 

 

     
 
 

 

 

【流域政策局】 

 

河川関係公共事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

      3,408,846 

     (10,638,479) 

 

国     1,609,146 

 

起     1,796,300 

 

○一        3,400 

 

 

 １ 補助事業費                   3,374,946 

      3,111,589 → 6,486,535 

 

   (1) 補助広域河川改修事業費            2,689,177 

     2,358,939 → 5,048,116 

      国の補正に伴う増額 

 

    (2) 補助河川総合流域防災事業費            685,769 

    477,750 → 1,163,519 

     国の補正に伴う増額 

  

２ 単独事業費 

       7,526,890 → 7,560,790                     33,900 

 

   (1) 単独河川改修事業費                 33,900 

     4,348,600 → 4,382,500 

      国の補正に伴う増額 

 

 

               


